
 

 

 

 

 

 

 

 

建築基準法第 43条第 2項第１号の規定による認定の基準 

（認定基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 7年 4月 1日 

 

 

加古川市 都市計画部 建築指導課 

 

 

  



 

 

 

認定基準 

認定基準 イ）  ほ場整備事業による道（規則第 10 条の３第１項第１号）に面して建築物を計画しているもの。 

認定基準 ロ）  港湾管理道、河川の管理用通路等の公的管理道（規則第 10 条の３第１項第１号）に面して

建築物を計画しているもの。 

認定基準 ハ）  施行令第 144条の４第１項各号に適合する道に面して建築物を計画しているもの。 

 

 

 

 

・ この認定基準は、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。）第 43 条第１項の

規定に適合しない建築物であって、同条第２項第１号の規定に該当するものについて、適用す

る。 

・ この認定基準の適用にあたり、道・通路の管理者等の承諾が必要な場合もありますので、事前

に敷地及び周囲の状況等を調査・確認のうえ、建築指導課にご相談ください。 

・ 認定申請手続きは、建築確認申請の前に行なう必要があり、認定申請手数料（27,000 円）が必

要となります。 

・ 認定基準に該当しない場合であっても、その計画が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障

がないと認められる場合には、法第 43条第 2項第 2号許可を受けられる場合がありますので、

法第 43条第 2項第 2号の規定による許可の基準（包括同意基準）をご確認下さい。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



認定基準 イ）  

イメージ 
ほ場整備事業による道（規則第 10条の 3第 1項第 1号）に面して建築物を計画して

いるもの 
 
（参考図） 

 
敷地及び敷地の

周囲の状況 

（前提条件） 

 
①敷地が幅員 4.0ｍ以上のほ場整備事業による道に接していること。 

②敷地は道に 2.0ｍ以上接していること。 

管理者の承諾 道を通行することに管理者が承諾していること。 
 
建築物に

付加する

条件 

用 途 専用住宅、農業用倉庫（延べ床面積 150㎡以下）に限る。 

階 数 地上階数２以下 

構 造 なし 

規 模 敷地内の建築物の床面積の合計は 500㎡以内 

容積率 道を道路とみなして算定 

高 さ 
道を道路とみなして道路斜線（法第 56条第 1項第 1号）を適用 

（法第 56条第 2項及び 7項による緩和なし） 

その他の認定条件 なし 
 
備 考 

 

 

  

           
敷  地 

（ほ場整備事業による道） 4.0ｍ以上 

道 路 

2.0ｍ以上 



認定基準 ロ） 

イメージ 
港湾管理道、河川の管理用通路等の公的管理道（規則第 10条の 3第 1項第 1号）に

面して建築物を計画しているもの 
 
（参考図） 

 
敷地及び敷地の

周囲の状況 

（前提条件） 

 
①敷地が幅員 4.0ｍ以上の公的管理道に接すること。 

②敷地は道に 2.0ｍ以上接していること。 

管理者の承諾 道を通行することに管理者が承諾していること。 
 
建築物に

付加する

条件 

用 途 

①管理者の認める土地利用上やむを得ないもの 

②法別表第１（い）欄（１）項以外の用途 

③兵庫県条例第４条、16条、23条、26条に抵触しない建築物 

階 数 なし 

構 造 なし 

規 模 敷地内の建築物の床面積の合計は 500㎡以内 

容積率 道を道路とみなして算定 

高 さ 
道を道路とみなして道路斜線（法第 56条第 1項第 1号）を適用 

（法第 56条第 2項及び 7項による緩和なし） 

その他の認定条件 なし 
 
備 考 

 

 

  

           
敷  地 

（港湾管理道、河川の管理用通路等の公的管理道） 4.0ｍ以上 

道 路 

2.0ｍ以上 



認定基準 ハ） 

イメージ 施行令第 144条の４第１項各号に適合する道に面して建築物を計画しているもの 

 
（参考図） 

 
敷地及び敷地の

周囲の状況 

（前提条件） 

 
①敷地が幅員 4.0ｍ以上の施行令第 144条の４第１項各号に適合する道に接す

ること。 

②敷地は道に 2.0ｍ以上接していること。 

③道に沿って既に建築物が建ち、相当の期間、道路と一体的に広く一般交通の

用に供されていること。 

④道は一般の通行に支障のないよう整備され、適切に管理されていること。 

⑤道は改正法施行時（平成 11年 5月 1日）以前より存在していること。 

⑥行き止まりの道にあっては、増築又は建替えであること。 

管理者の承諾 現況幅員の確保及び通行に関する所有者等の承諾等が得られていること。 
 
建築物に

付加する

条件 

用 途 専用住宅に限る 

階 数 地上階数２以下 

構 造 なし 

規 模 敷地内の建築物の床面積の合計は 500㎡以内 

容積率 道を道路とみなして算定 

高 さ 
道を道路とみなして道路斜線（法第 56条第 1項第 1号）を適用 

（法第 56条第 2項及び 7項による緩和なし） 

その他の認定条件 なし 
 
備 考 

 

 

 

（施行令 144条の４第１項各号に適合する道） 

           
敷  地 

4.0ｍ以上 

道 路 

2.0ｍ以上 


